
支出

科目
予算

(千円)

令和6年度
決算見込比

(%)

事務費･組合会費 48,087 ▲5.7

保険給付費 599,393 2.8

拠出金 474,708 18.4

保健事業費 71,065 18.3

連合会費他 1,002 15.4

経常支出計 1,194,255 8.9

財政調整事業拠出金 15,745 29.1

営繕費・予備費 100,566

支出計 1,310,566 18.2

収入

科目
予算

(千円)

令和6年度
決算見込比

(%)

一般保険料収入 1,251,943 ▲0.6

ドック補助収入他 20,409 ▲12.4

経常収入計 1,272,352 ▲0.8

繰越金 16,462 312.9

繰入金 0

調整保険料収入 15,745 23.5

財政調整事業交付金 6,001 3.5

国庫補助金収入等 6 ▲100.0

収入計 1,310,566 ▲1.1

(変更前】健康保険料率（‰） 【変更後】健康保険料率（‰）

被保険者 事業主 計 被保険者 事業主 計

一般 50.490 53.460 103.95 一般 50.369 53.331 103.70

調整 0.510 0.540 1.05 調整 0.631 0.669 1.30

保険料率 51.000 54.000 105.000 保険料率 51.000 54.000 105.000

令和７年度 健康保険組合の予算について（要約）

1.「一般勘定」について

(1)令和７年度の健康保険料率について

調整保健料率*1の変更に伴い､一般保険料率*2を変更し、合計の健康保険料率は変更なしとした。
（健康保険料率=一般保険料率+調整保険料率）
＊1 財政逼迫､高額医療等で運営に影響が出ている組合を支援するための交付金の原資となる拠出金の料率
＊2 健康保険組合の通常業務全般の遂行に使用できる保険料の料率
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(2)収入について

➢ 来年度の総標準報酬額は今年度見込みとほぼ同じと見ているが、前述の保険料率の内訳変更にともない、一般保険料収入は
1,251,943千円（▲0.6％）とした。（以下、増減率はすべて今年度見込みに対する来年度予算の値をいう）

➢ 経常収入は1,272,352千円（▲0.8％）、収入合計は1,310,566千円（▲1.1％）とした。

(3)支出について

➢ 保険給付費については、予測が困難であることから経年の傾向を鑑みて599,393千円（+2.8％）とした。
➢ 拠出金については、前期・後期とも増加し、合計で474,708千円（+18.4％）となった。
➢ 保健事業については、今年度の事業と大きな変更はなく、引き続き健康保険組合の責務である特定健康診査と特定保健指導

の受診率向上に注力する予算として71,065千円（+18.3％）とした。
➢ 経常支出は1,194,255千円（+8.9％）、支出合計は予備費の100,550千円を加えて1,310,566千円（+18.2％）と

した。

(4)準備金について

➢ 準備金保有ラインは、131,364千円となる。
└ 保険給付費の過去3年間平均の2カ月分+拠出金の過去3年間平均の1カ月分

➢ 準備金保有額は334,475千円で、準備金保有率は254.62%となり運営基準の100%を超える見込みである。



収入

科目
予算

(千円)

令和6年度
決算見込比

(%)

介護保険料収入 138,874 ▲5.8

繰越金 20,617 106.2

繰入金 0

雑収入 3

一般勘定受入 0

収入計 159,494 1.3

支出

科目
予算

(千円)

令和6年度
決算見込比

(%)

介護納付金 132,957 4.0

介護保険料還付金 1

積立金 0

一般勘定繰入 0

雑支出 1

予備費 26,535

支出計 159,494 24.8

令和７年度 健康保険組合の予算について（要約）

東リ健康保険組合

2025-02-18

２.「介護勘定」について

介護勘定が集計する介護保険金は、市区町村が実施する介護事業を支援する納付金で、健康保険組合ではその保険料の徴収代行を
行っている。

(1)令和７年度の介護保険料率について

令和7年度の介護保険料率を17.8‰*1に変更することにした。
＊1 保険料-納付金で▲16,000千円と想定し、準備金繰入で20,000千円の予備費を設定する料率。(令和6年10月時点)

【介護保険料率の変更について】
令和2年度に介護準備金の枯渇が予想され介護保険料率を14.8‰から19.1‰に引き上げ、その後安定運営が継続している。
令和6年度予算ベースで介護準備金は66,091千円、介護準備金保有率は650.42%となったため、介護保険料率を見直すこと
とした。
母体（事業主)側の予算策定時期を考慮して10月を目途に翌年度の料率を提示する必要があるため、情報が少ない中でリスクを
予備費でカバーすることとし、今後は毎年介護保険料率の見直しを検討し、必要に応じて変更する運用とした。

(2)収入について

➢ 来年度の総標準報酬額は今年度見込みに対して0.6%増とみているが、介護保険料収入は料率変更により138,874千円
（▲5.8%）とした。

➢ 繰越金は20,617千円（+106.2%）とし、その他と合わせて収入合計は159,494千円（+1.3%）とした。

(3)支出について

➢ 介護納付金は132,957千円（+4.0％）の通達があり、同額を計上した。
➢ 予備費については、当初計画値の20,000千円に「保険料-納付金」の差額を加えて調整した26,535千円とし、その他と

合わせて支出合計は159,494千円（+24.8%）とした。

(4)準備金について

➢ 準備金保有ラインは、10,484千円となる。
└ 介護納付金の過去3年間平均の1カ月分

➢ 準備金保有額は75,091千円、準備金保有率は716.27%となり、運営基準の100%を超える見込みである。

【変更前】介護保険料率（‰） 【変更後】介護保険料率（‰）

被保険者 事業主 計 被保険者 事業主 計

9.55 9.55 19.10 8.90 8.90 17.80


